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　エジプトでは慢性的な貿易赤字の解消を視野に入れ、国際競争力を高めるべく、特に

自動車部品、一般機械などの産業開発を国家計画の最優先課題として重点を置き、同分

野における外国資本、技術の導入を経済政策の大きな柱としてきました。そのうえで重

要な位置を占めてくる部品産業のなかでも、金属加工、機械加工の製造業者は、基本的

な技術並びに品質管理が欠落しており、その早急な改善が必要となります。

　このような背景のもと、エジプト政府は、1998年８月、科学研究省中央冶金研究所

（Central Metallurgical Research and Development Institute：CMRDI）の鋳造技

術、金属加工、熱処理技術、評価試験に関する技術を強化することを目的とするプロ

ジェクト方式技術協力を要請してきました。

　本事前調査団は、エジプト政府から提出された協力内容について、エジプト側と詳細

な協議を行い、プロジェクトの要請背景・実施体制の確認、要請各分野に関するニーズ

及び要請内容の確認をし、より具体的、かつ実行可能性の高いプロジェクトの枠組み形

成を行うことを目的に派遣されたものです。

　本報告書は、調査団の現地における調査結果及び協議事項を取りまとめたものです。

ここに、本調査団の派遣に御協力いただいた日本、エジプト両国の関係各位に対し深甚

の謝意を表するとともに、あわせて今後の御支援をお願いする次第です。

　　1999年４月

国 際 協 力 事 業 団

理事　安 本　 皓 信
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第１章　事前調査団派遣の経緯第１章　事前調査団派遣の経緯第１章　事前調査団派遣の経緯第１章　事前調査団派遣の経緯第１章　事前調査団派遣の経緯

１－１　要請の経緯と目的１－１　要請の経緯と目的１－１　要請の経緯と目的１－１　要請の経緯と目的１－１　要請の経緯と目的

　エジプトでは、慢性的な貿易赤字の解消をも視野に入れ、輸出産業への投資促進策がとられて

おり、公的企業の段階的な民営化による産業の活性化も進められているが、多くの企業はこれま

での保護政策下で十分な国際競争力を身につけていない。また、産業を支えるうえで重要な、中

小企業を中心とした自動車部品、一般機械などの産業開発は、国家計画の最優先課題となってい

るが、基本的な技術並びに品質管理が欠落しており、産業の競争力強化を阻害する要因となって

いることから、その早急な改善が急務となっている。

　このような状況下、同国政府は、1998年８月、我が国に対し、鉱石評価・資源選鉱、冶金、金

属加工、溶接の４部門に管理部門を加え約500人の人員（うち約30％が研究員）を擁し、同国に

おける金属学の研究開発及び中小企業を中心とした民間への技術サービスにおいて中核的な存在

である科学研究省中央冶金研究所（Central Metallurgical Research and Development In-

stitute : CMRDI）の鋳造、金属加工、熱処理、評価試験に関する技術を強化することを目的

とするプロジェクト方式技術協力を要請した。

　上記を受け、今次事前調査では、日本におけるODAを取り巻く最近の情勢及び予算事情、プロ

ジェクト方式技術協力スキームを先方に説明したうえで、プロジェクトの要請背景・実施体制の

確認、要請各分野に関するニーズ及び要請内容の確認、エジプト側の技術レベルの把握及び問題

分析等を行った。更に、これを踏まえ、技術移転分野・項目の絞り込み及び具体的協力形態・内

容、また可能であれば日本、エジプト双方の投入計画（案）の検討を行ったうえで、これらにつ

いての確認・合意事項をミニッツに取りまとめ、署名・交換した。

１－２　主要調査項目１－２　主要調査項目１－２　主要調査項目１－２　主要調査項目１－２　主要調査項目

　(1) 日本におけるODAを取り巻く最近の情勢、予算の説明

　(2) プロジェクト方式技術協力の現行スキームの説明（PDM、評価５項目の説明を含む）

　(3) プロジェクトの背景・実施体制の確認

　　ア　エジプトの国家政策、経済動向との整合性

　　イ　当該セクターの現況

　　ウ　ターゲット・グループ

　　エ　所管官庁・実施機関の組織、予算、人員

　　オ　新建屋の建設状況

　(4) 実施済み各案件に関する評価

　(5) 下記要請各分野に関するニーズ及び内容の確認、技術レベルの把握及び問題分析、技術
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移転分野・項目の絞り込み

　　ア　鋳造技術＝ロストワックス､ダイカスト(砂型鋳造については、機材のみの要請か要確認)

　　イ　金属加工＝機械加工、レーザー加工

　　ウ　熱処理技術＝高周波焼入れ、化学焼入れ、オーステンパー

　　エ　評価試験＝疲労試験、クリープ試験

　(6) （可能であれば）具体的協力形態・内容、日本、エジプト双方の投入計画（案）の検討

１－３　調査団の構成１－３　調査団の構成１－３　調査団の構成１－３　調査団の構成１－３　調査団の構成

 　氏　名 　 分　野 　　　　　　　　　　所　　　　　　属

 石田　幸男 団長・総括 国際協力事業団鉱工業開発協力部計画・投融資課課長代理

 藤田　実 技術協力計画 通商産業省基礎産業局鉄鋼課技術振興室技術係長

 吉田　千里 鋳造技術 神鋼リサーチ㈱東京調査研究部担当部長

 樺澤　眞事 金属加工 日本鋼管㈱総合材料技術研究所福山材料研究センター主幹研究員

 勝又　晋 協力企画 国際協力事業団鉱工業開発協力部鉱工業開発協力第一課職員

１－４　調査日程１－４　調査日程１－４　調査日程１－４　調査日程１－４　調査日程

日順  月日(曜日)　　　　　　　　　　　　調　　査　　内　　容

 １ ４月９日(金) 移動（JL411成田→アムステルダム、KL553アムステルダム→カイロ）

 ２ 　　10日(土) 午前：CMRDI表敬、サイト視察、プロ技スキーム説明

ミニプロ専門家との打合せ

 ３ 　　11日(日) 午前：JICA事務所、JETROとの打合せ、日本大使館表敬

午後：エジプト外務省表敬

 ４ 　　12日(月) エジプト祝日（春薫祭）

 ５ 　　13日(火) CMRDIとの協議、カウンターパート候補者インタビュー

 ６ 　　14日(水) CMRDIとの協議、関連工場見学、カウンターパート候補者インタビュー

 ７ 　　15日(木) 午前：関連工場見学

午後：エジプト輸出振興センター打合せ

 ８ 　　16日(金） 団内打合せ

 ９ 　　17日(土) CMRDIとの協議

 10 　　18日(日) ミニッツ最終案確認

 11 　　19日(月) 午前：ミニッツ署名

午後：日本大使館報告、JICA事務所報告

 12 　　20日(火) 移動（AF503カイロ→パリ、AF276パリ→成田）

 13 　　21日(水) 成田着
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１－５　主要面談者１－５　主要面談者１－５　主要面談者１－５　主要面談者１－５　主要面談者

〈日本側〉

　(1) 在エジプト日本大使館

　　山下善太郎 一等書記官

　(2) 日本貿易振興会カイロ・センター

　　野口勝明 所長

　(3) ミニプロ「薄板加工」専門家

　　青井久幸 JICA専門家

　　上村順三 JICA専門家

　　福本　紀 JICA専門家

　(4) JICAエジプト事務所

　　竹内喜久男 所長

　　不破雅実 次長

　　佐藤　仁 所員

　　Mahmoud Abd El Halim Development Projects Coordinator

〈エジプト側〉

　(1) 外務省

　　Ms. Nagla El-Hussainy Deputy Assistant Minister for International

Cultural Relations

　(2) 工業省

　　Mr. Soliman Reda Minister

　　Mr. Hamdy Sanad Vice Minister

　　Dr. Eid Hasan Deputy Chairman of General Organization for

Industrialization

　(3) 中央冶金研究所

　　Prof. Adel Nofal President

　　Prof. Dr. Eng. Bahaa Zaghloul Head of Welding Research Department
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第２章　協議結果第２章　協議結果第２章　協議結果第２章　協議結果第２章　協議結果

Ⅰ．日本におけるODA
を取り巻く最近の
情勢、予算の動向

Ⅱ．プロジェクト方
式技術協力の現行
スキームの説明

・今次協力の実施機関となる予定の
CMRDIに対しては、我が国からの協力
として個別専門家派遣、専門家チーム
派遣、第三国研修等が実施されている
が、プロジェクト方式技術協力が実施
されたことは過去にない。

・日本におけるODAを
取り巻く最近の情
勢、予算等につい
て説明するととも
に、必要に応じ意
見交換を行い、ミ
ニッツに記載する｡

・また、我が国側よ
り広報の重要性に
ついても伝え、理
解を得る。

・プロジェクト方式
技術協力の現行ス
キームについて説
明し､理解を得る｡

・特に、案件の計
画、実施、モニタ
リング、評価の一
連の過程を管理す
るためにPDMを導入
し、また、評価５
項目を用いて評価
することを説明
し、理解を得、ミ
ニッツに記載する｡

・フィージブルで自
立発展性のあるプ
ロジェクトを形成
する必要がある旨
を含め、左記を説
明し、ミニッツに
記載した。

・左記を説明し、理
解を得た。先方も
広報に積極的であ
り､今次調査団の来
訪が新聞に掲載さ
れたほか、テレビ
の生放送(国営チャ
ンネル１の「おは
ようエジプト」）
のなかでCMRDI、及
びCMRDIとJICAの関
係を紹介するコー
ナーがアレンジさ
れ、CMRDI所長、本
調査団長ほかが出
演した。

・左記について、特
にプロ技の３つの
柱のうち「専門家
派遣」によるカウ
ンターパートへの
技術移転が中心で
ある旨説明し、理
解を得、ミニッツ
に記載した。

・左記を説明し、ミ
ニッツに記載した｡

　　 調査項目 エジプト側要請内容､現状及び問題点等 　　 対処方針 　 　協議結果
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Ⅲ．プロジェクトの
背景
　１　国家開発政策､
経済動向等との
整合性

　２　当該セクター
の現況

・1997年７月より、第４次５カ年計画
がスタートしている。主要目標(抜粋)
は以下のとおり。
　(1) 年間GDP成長率6.9％の達成
　(2) 民間投資額を目標総投資額の65～
75％､国内総生産の90％以上に拡大

　(3) 民間セクター生産を年率10％で拡
大

　　　更に、1997年から2017年までの長
期開発戦略「エジプトと20世紀」が
実施されている。主要目標(抜粋)は
以下のとおり。

　(1) １人当たりGNPを4,100ドルに(現
行1,250ドル)

　(2) 産業育成・生産及び輸出拡大
　(3) 貿易の拡大

・エジプト経済、産業等に関する主要
な動向は以下のとおり。
　(1) 1996年以降のガンズーリ内閣下、
民営化政策を加速している｡しかし､
非効率な公営企業をいまだ多数抱え
ている。民間従業員の１人当たりの
生産額は国有企業の1/3といわれて
いる。民間セクターのGDP構成比は
61.3％(1992年度)から66.4％(1997
年度)へ増加している｡

　(2) 失業率は1996/97年度はエジプト
政府推計で8.8％、2001/02年度目標
は4.9％となっている。

・製造業、金属関連産業、中小企業の
現況に関する主要情報については以下
のとおり。
　(1) 輸出のうち製造業の占める割合は
26.5％｡うち繊維製品が12.3％､金
属・機械が6.4％、食品が3.1％､化
学製品が2.4％ (いずれも1997年)。

　(2) 自動車の組立台数が1991年の２万
台弱から1997年には７万台弱へと増
加。ほとんどが国内市場で販売。
1 9 9 6 年にはG M /いすゞ、現代、
NASCO、スズキの４社で組立シェア
の88％を占めている。日系ではほか
に三菱、日産が生産を開始してい
る。

（以下はCMRDIに対する事前質問表への
回答より）

・左記各計画等の国
家開発計画と要請
されたプロジェク
トとの整合性を確
認し、必要に応じ
ミニッツに記載す
る。

・左記の最新動向に
ついて確認し、必
要に応じミニッツ
に記載する。

・左記現況について
確認し、必要に応
じミニッツに記載
する。また、工場
見学等により、当
該セクターの技術
的なニーズ、レベ
ルについて把握
し、必要に応じミ
ニッツに記載す
る。

・左記のほか、1997
年から2017年まで
の20年計画である
「エジプトと20世
紀」において、
「産業開発に最も
重要な政策」のひ
とつとして、「中
小企業を育成し、
大企業への納入先
としての位置づけ
を確立し、相互補
完関係を形成する
ように支援する」
とある。その旨確
認し、ミニッツに
記載した。

・左記の最新動向に
ついては、第３章
を参照。

・下記４社について
工場見学を行っ
た。
　(1) NASCO社（国営
自動車メーカー)

　(2) General Met-
als Co.社（ダイ
カストメーカー)

　(3) ABB Arab社
（スイッチ盤等
をレーザーマシ
ンを用いて製作
しているメー
カー)

　(4)  E l  N a s e r
Casting Co.(ダ
クタイル、ねず

　　 調査項目 エジプト側要請内容､現状及び問題点等 　　 対処方針 　 　協議結果
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Ⅳ．プロジェクトの
実施体制の確認

　　(1) 所管官庁

　　(2) 実施機関

　(3) 公営企業では、機材、技術とも比
較的古く、後れている。

　(4) 1970年代以降に創設された民間企
業の設備は比較的新しい。

　(5) 民間企業のほとんどは輸出産業で
あることから、製品の品質の維持や
技術の更新等に関して、継続的な支
援が必要である。

　(6) また、自社の試験設備がないこと
から、製品の試験・評価についても
支援が必要である。

・所管官庁は､国務(科学研究)省（Mini-
　stry of State for Scientific
Research）とされている。

・実施機関は、中央冶金研究所(Central
Metallurgical Research and Devel-
opment Institute：CMRDI)とされてい
る。

・CMRDIは、1985年に、エジプトAcademy
of Scientific Research and Tech-
　nology、エジプト産業界、UNESCOによ
り設立された。

・左記について確認
し、ミニッツに記
載する。所管官庁
と実施機関間の指
揮命令系統、予算
承認・配分等に関
する関係について
確認する。

・左記について確認
し、ミニッツに記
載する。

・左記について確認
し、必要に応じミ
ニッツに記載す
る。

　　み鋳鉄等のメー
カー）

・当該セクターの現
況等については、
第３章に記述のと
おり。

・国務(科学研究)大
臣は、内閣におい
てCMRDIを代表する
立場を有してい
る。ただし、本大
臣は、傘下に省と
しての組織は有し
ていない。
　他方、CMRDIは、予
算を大蔵省へ直接
要求することが可
能であること等、
独立性が高い組織
といえる。

・左記を確認した。

・CMRDIは、1985年
に、エジプトAcad-
emy of Scientific
Research and Tech-
　nology、エジプト
産業界、UNIDOによ
り設立された旨を
確認し、ミニッツ
に記載した。
　なお、CMRDIの機能
は、1985年以前は
エジプトNational
Research Centerが
有しており、CMRDI
は同C e n t e rより
1985年に分離独立
の形で設立される

　　 調査項目 エジプト側要請内容､現状及び問題点等 　　 対処方針 　 　協議結果
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　　　ア　活動概要

　　　イ　組織とし
　　　　ての開発計
　　　　画

　　　ウ　組織

・CMRDIは、工業試験所として産業界へ
の新規技術の紹介、各企業を訪問して
の技術指導を行い、パイロットプラン
ト(２カ所の化学工場)への技術サポー
トを行っている。10年間に250件の受
託契約による技術支援を実施している
ほか、研修コース20件を定期的に開催
している。

・CMRDI DEVELOPMENT PLAN(1997-2001)
が実施されている。

・以下の４部門で構成されている。
　　溶接研究(Welding Research)
　　鉱石評価・資源選鉱(Ore Evalua-
tion & Mineral Beneficiation)

　　冶金(Extractive Metallurgy)
　　金属加工(M e t a l  W o r k i n g  &
Forming)

　なお、上記CMRDI DEVELOPMENT PLAN
によれば、組織の改編が予定されてい
る。

・左記について、以
下の各項目に沿っ
て現状を確認し、
ミニッツに記載す
る。
　(ｱ) 対象とする技
術分野

　(ｲ) ターゲットと
している産業

　(ｳ) 活動形態(技術
支援、研修コー
ス、セミナー、
試作品製作、研
究開発、技術認
定等)ごとの活動

・左記内容・実施状
況について確認
し、必要に応じミ
ニッツに記載する｡

・組織改編の状況も
含め、左記につい
て確認し、ミニッ
ツに記載する。

　と同時に、現在の
サイトに移転した
とのこと。

 (ｱ) 金属にかかる､
鉱石評価・資源
選鉱、鋳造、金
属加工、溶接、
試験等の技術分
野について幅広
く対象としてい
る｡

　(ｲ) 広く産業界全
体を対象として
いる。

　(ｳ) 左記各分野に
ついて、広く活
動している｡

・左記が実施中であ
ることを確認し、
ミニッツに記載し
た。

・現在の組織は、左
記の４部門に加
え 、 管 理 部 門
（Administration）
を含めると５部門
で構成されている
旨確認し、ミニッ
ツに記載した。
・エジプト側より、
向こう半年間に、
より直接的に産業
界のニーズに応え
るために組織の改
編を行う予定であ
る旨説明があっ
た。
　具体的な新組織に
ついては、まった
く未定とのことで
確認できなかっ
た。

　　 調査項目 エジプト側要請内容､現状及び問題点等 　　 対処方針 　 　協議結果
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　　　エ　人員

・また、産官学の関係者で構成された
理事会(Board of Directors)が存在
している。

・CMRDIの人員は約420名であり、そのう
ち、研究員(Reasearcher)が約140名、
テクニシャン(Technician)が約130名
である。
・なお、職員の職階については、以下
のとおりとされている。
　(ｱ) Professor
　(ｲ) Doctor
　(ｳ) Researcher
　(ｴ) Specialist
　(ｵ) Engineer
　(ｶ) Technician

・理事会の機能・役
割等について確認
し、必要に応じミ
ニッツに記載す
る。

・今後の人員計画も
含め、左記につい
て確認し、ミニッ
ツに記載する。
・左記の役割分担に
ついて確認し、必
要に応じミニッツ
に記載する。

・以下を確認し、ミ
ニッツに記載し
た。

　理事会は、年間４
回定期的に開催さ
れるほか、必要に
応じ不定期にも開
催され、人事等に
ついては理事会の
承認事項となって
いる。ただし、予
算要求について
は、理事会の承認
を経ず、CMRDIから
大蔵省に直接行う
ことができる。
　理事会メンバーの
任期は４年間であ
り、現理事の任期
は2001年６月まで
となっている。次
期については、民
間からの登用を増
やす予定とのこ
と。
　理事会メンバーは
以下のとおり。
(カッコ内は人数)
　(ｱ) 議長=CMRDI所
長(1)

　(ｲ) 副議長(1)
　(ｳ) CMRDIの４部長
(4)

　(ｴ) holding com-
panyの社長(5)

　(ｵ) 大学教授(1)
　(ｶ) 特別な経験の
持ち主(2)

・人員については増
加傾向にあり、現
在は507名が在籍し
ている旨確認し、
ミニッツに記載し
た。
・職員の職種は、大
きく分けると以下
のとおりとなる旨
確認し、ミニッツ
に記載した。各職
種ごとの職階につ

　　 調査項目 エジプト側要請内容､現状及び問題点等 　　 対処方針 　 　協議結果
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　　　オ　予算・収
　　　　入

　(ｷ) Worker
　(ｸ) Administration Staff
　(ｹ) Labor

・政府からの予算配分は年間450万エジ
プト・ポンド(LE)(約1.8億円、1LE=約
40円)。

・自己収入は年間350万LE(約1.4億円)。
1996年までの10年間の自己収入の内訳
については、以下（次ページの表）の
とおりとなっている。

・左記について、内
訳も含めた現状、
及び今後の見込み
を確認し、ミニッ
ツに記載する。
・左記について、内
訳も含めた現状、
及び今後の見込み
を確認し、ミニッ
ツに記載する。特
に、左記（次ペー
ジの表）の「xii)
C a p a b i l i t y
Strengthening of
CMRDI」の内訳につ
いて確認する。

　いては、ミニッツ
のAnnex 6を参照。
また、人員につい
ては、1998年11月
現在。
　(ｱ) Research St-
aff（140名）大
卒者が中心で、
CMRDI在籍中に修
士、博士号を取
得することによ
り、職階が昇格
する。

　(ｲ) Technical St-
　　aff（227名）
　　工業高校、職業
訓練校、大学等
の卒業者で構成
される。

　(ｳ) Supporting
Staff（137名）

　（ほかに大学に留
学中の職員３名)

・1997/98年度の政府
からの予算配分実
績は約722万LE（約
2.9億円）。

・1997/98年度の自己
収入は357万LE（約
1.43億円）。
　内訳については以
下のとおり。

　上記自己収入は、
1996/97年度比約24
％増となっている｡
　上記の(ｵ)(ｶ)が外
国援助機関からの
援助による収入
（経費は除く）と

　　 調査項目 エジプト側要請内容､現状及び問題点等 　　 対処方針 　 　協議結果

　　　　　　　　　　 (単位千LE)
　分　類 金額 比率(%)

(ｱ) Contractural 1,647  46.06
　　 Projects
(ｲ) Consultations 　127 　3.55
(ｳ) Technical 　811  22.68
　　 services
(ｴ) Training 　 49 　1.37
(ｵ) International 　480  13.42
　　 Agreements
(ｶ) Grants 　412  11.52
(ｷ) Donations 　 50 　1.40
合計 3,576 100.00
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　　　カ　サイト

　　(3) 責任者
　　　ア　総括責任
　　　　者
　　　　　(Project
　　　　　Director)

　　　イ　実施責任
　　　　者
　　　　　(Project
　　　　　Manager)

　

・CMRDIは、ヘルワン市(カイロ市から約
40km)に所在している。

・本プロジェクトにおける総括責任者
については、まだ特に定められていな
い。

・本プロジェクトにおける実施責任者
については、まだ特に定められていな
い。

・左記について確認
し、ミニッツに記
載する。

・左記について、位
置づけ・役割も踏
まえたうえで、具
体的な総括責任者
名について確認
し、ミニッツに記
載する。

・左記について、位
置づけ・役割も踏
まえたうえで、具
体的な実施責任者
名について確認
し、ミニッツに記
載する。

  なっており、左記
の「xii) Capabil-
ity Strengthening
of CMRDI」にあた
る。上記1997/98年
度は、自己収入全
体の約2 5 ％であ
り、左記に比べ、
比率は減少してい
る。

・左記のとおり確認
し、ミニッツに記
載した。

・CMRDI所長を総括責
任者とする旨確認
し、ミニッツに記
載した。

・CMRDI溶接研究部長
を実施責任者とす
る旨確認し、ミ
ニッツに記載した｡
　なお、現在の副所
長の定年退職(1999
年内予定)に伴い、
溶接研究部長が副
所長に昇格する予
定であり、同昇格
のあとは、副所長
を実施責任者とす
る旨確認した。

　　 調査項目 エジプト側要請内容､現状及び問題点等 　　 対処方針 　 　協議結果

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位千LE)
Category of Activities  収 入 　 ％

i) Introduction of new  2,150 　6.48
technologies to the
Egyptian industry

ii) Production of new  3,100 　9.35
products as important
substitutes

iii) Development of product  2,275 　6.86
or production process

iv) Maximization of  2,908 　8.77
indigenous raw material
exploitation

v) Development of new  　250 　0.75
alloys

vi) Environmental  　678 　2.04
protection

vii) Development of small  　680 　2.05
and medium enterprises
SME's

viii) Failure analysis and  　322 　0.97
trouble shooting

ix) Technicial services and 　 788 　2.38
consultations

x) Nondestructive testing  　830 　2.50
and third party
inspection

xi) Training  1,783 　5.38
xii) Capability 17,400  52.47

strengthening of
CMRDI

　　　　　　　TOTAL 33,164 100.00
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Ⅴ．実施機関に対す
る他の国際協力等
　１　我が国との協
　　力

　２　他国の援助機
　　関、国際機関等
　　との協力

Ⅵ．プロジェクト内
容
　１　案件名称

・我が国からJICAを通じたCMRDIへの協
力としては、主要なものとして、これ
まで以下が実施されている。
　(1) 専門家チーム派遣・溶接技術
　　　　　　　　　(1991.11～1994.11)
　(2) 個別専門家・非破壊検査技術
　　　　　　　　　 (1994.9～1997.9)
　(3) 個別専門家・溶接技術
　　　　　　　　　 (1996.4～1998.4)
　(4) 専門家チーム派遣･薄板金属加工
　　 における総合品質管理技術の導入
　　　　　(1997.4～2000.4)　(実施中)
　(5) 第三国研修・溶接技術
　　　　　　　　　　　 (1989～1998)

・主要な他国からの援助については以
下のとおり。
　(1)  既存の実験鋳造工場
　　(experimental foundry shop)がオ
ランダ(TNO)の協力により設立され
ている。

　(2)  小型ロストワックス精密鋳造設
備が米国USAIDにより贈与されてい
る。

　なお、CMRDIでは、ほかにもいくつか
の他国の援助機関(カナダ等)、及び国
際機関との協力が実施されている。
　また、KOICA(韓国)による技術協力に
対しての要請も検討されているといわ
れている。

・金属工学技術開発プロジェクト
(Development of Metallurgical En-
gineering Technologies)
　なお、本プロジェクトについては、
1997年９～10月の中近東産業基盤育成
基礎調査団において、「現在実施され

・左記内容、協力分
野の現状及びCMRDI
への定着状況等に
ついて確認し、必
要に応じミニッツ
に記載する。

・要請分野におけ
る、左記を含む
CMRDIにおける国際
協力(今後、計画・
検討されているも
のも含む)の内容、
本プロジェクトと
の関係・役割分担
等について確認
し、必要に応じミ
ニッツに記載す
る。

・左記名称について
確認する。場合に
よっては、より協
力内容に合致した
名称について協議
する。上記につい

・我が国からの協力
としては、左記の
JICAを通じた協力
のほかに、1997年
に、科学技術庁金
属材料研究所との
間で共同研究協力
に係る討議議事録
が署名交換されて
いる旨確認し、ミ
ニッツに記載した｡
　なお、エジプト側
より、本プロジェ
クトの国内委員会
への金属材料研究
所からの委員の配
置について検討依
頼があったため、
持ち帰り検討する
こととした。

・左記のオランダ
（TNO、砂型鋳造・
金属切断の研究開
発）及びアメリカ
（USAID、複数分野
に関する研究）の
ほか､カナダ(CIDA､
　中小企業に係る実
地調査）､ 韓国
（KOICA、中小企業
運営に関する研修)
との協力が実施済
みまたは実施中で
ある旨を確認し､ミ
ニッツに記載した｡
　なお、左記のKOICA
による技術協力に
対する要請は現在
検討されていない
とのこと。

　　 調査項目 エジプト側要請内容､現状及び問題点等 　　 対処方針 　 　協議結果
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　２　要請の背景、
　　ターゲット・グ
　　ループ

　ている様々な企業への技術支援活動
の中で企業ニーズの高い分野を抽出
し、協力内容の絞り込みを行うことが
できれば、プロ技とし取り組むことは
十分可能であると考えられる」と記さ
れている。
　また、要請書については、非公式な
要請書が1996年８月付で提出されたあ
と、内容が改訂され、エジプト外務省
から在エジプト日本大使館宛口上書
(1998.8.12付)により正式要請書が接
到している。

・要請の背景について、要請書では以
下のとおり記載されている。
　「地元企業の競争力を高めるという
責務を維持するため、CMRDIは金属工
学、金属加工分野の能力向上を図って
いる。そのために、当該分野における
更なる技術の向上と鋳造工場、金属加
工工場、熱処理設備、評価試験設備等
の更新が必要である」
　また、要請書からは、中小企業を
ターゲット・グループとするプロジェ
クトの実施を希望しているように見受
けられる。
　
　事前質問表の回答では、要請の背
景・詳細、ターゲット・グループ等に
ついて、更に以下のとおり記載されて
いる。
　(1) 特にエジプトのengineering com-
panyと成長著しい自動車産業に対し
ては、新しい製品と技術を紹介する
需要が大きい。

　(2) 繊維産業も少量生産で生産に特別
な技術を要する部品を用いることか
ら、支援が必要である。

　(3) CMRDIの位置づけから、エジプト
また中東域内をリードする新しい技
術、例えばレーザー技術やCNC切断
技術を習得し、紹介する必要があ
る。金属セクターのみならず、石油
化学、エンジニアリング、建設、エ

　て合意のうえ、ミ
ニッツに記載す
る。

・要請の背景、ター
ゲット・グループ
について確認し、
ミニッツに記載す
る。

・より協力内容に合
致した案件名称と
して、協議の結
果、以下の名称と
することとし、ミ
ニッツに記載し
た。

（和）エジプト・ア
ラブ共和国金
属加工技術向
上プロジェク
ト

（英）Project on
Upgrading of
Metal Pro-
cessing Tech-
nology in the
Arab Republic
of Egypt

・エジプトの産業政
策の中心は、輸出
振興、公営企業の
民営化、輸入代替
であり、そのため
には部品産業等の
中小企業の強化が
必要であるとし、
これら中小企業を
ターゲット・グ
ループと位置づけ
ることとし、ミ
ニッツに記載し
た。

　　 調査項目 エジプト側要請内容､現状及び問題点等 　　 対処方針 　 　協議結果
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　 　　ネルギーセクターについても技術を
提供する必要がある。

　(4) ロストワックスの技術移転の対象
となる材質については、アルミニウ
ム、鋼、超合金が含まれる(特定の
ターゲット産業は想定されていな
い)。

　(5) ダイカストは、高圧ダイカストが
対象となるものと思われる。

　(6) オーステンパーについては、ダク
タイルが対象となるものと思われ
る。

　(7) 評価試験(performance evalua-
　　tion)については、よい試験所を通
じた中小企業への支援が非常に重要
と思われる。

　(8) 特に自動車産業は、国際水準に見
合った高品質なスペアパーツの入手
に関するニーズが高い。分野として
は、特に、アルミダイカスト、金属
切断・形刷り、熱処理、粉末冶金に
対するニーズが高い。

　(9) ダイカストについては、エジプト
で、３公営企業と４民間企業が存在
している。ダイカスト製品のマー
ケットは、更に拡大すると見込まれ
る。

　(10)レーザー技術に関しては、中小企
業が金属切断、溶接、表面焼入れ
(surface hardening)のために実用
化しようとしている。既にCMRDIで
は、職員に対しこの技術をトレーニ
ングしていると同時に、カイロ大学
(Cairo University)更に日本を含む
外国の研究所との協力のもと、研究
活動を開始している。CNC切断技術
についても同様である。

　(11)エジプトにおいて数社が既存の製
品に対する必要性から熱処理を実施
している。しかし、多くの企業は新
製品にこの技術を適用できず、また
熱処理した製品に対する試験技術も
有していない。CMRDIは、この分野
に対する技術協力について多数の要
望を受けている。しかし、CMRDIの
既存設備は大変安い設備であり、試
験所規模であることから、これを対
応するのに十分でない。（注：原文
のまま）

　(12)評価試験に関しては、中小企業の
ニーズが高い疲労試験やクリープ試
験に関して、CMRDIが重要な役割を

　 　

　　 調査項目 エジプト側要請内容､現状及び問題点等 　　 対処方針 　 　協議結果
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　３　技術レベル

　４　技術移転の方
　　法

　　担う必要がある。特にCMRDIの職員
がこれらの試験を実施するための設
備は重要である。

　(13)特殊合金の真空誘導溶解、金型製
作技術、溶接、総合品質管理(TQC)
については、要請を取り下げたわけ
ではなく、また、現在実施中のミニ
プロでも対応しているが、更なる支
援を得たいと考えている。

・要請された分野に関するCMRDIの技術
レベルについては、特に情報がない。

・質問表の回答では、技術移転の方法
として以下があげられている。
　(1)  必要な書籍等の供与を通じた
CMRDIの図書館への支援

　(2) 日本人専門家を通じたCMRDIス
タッフへのトレーニング

　(3) 日本のモデル企業での職員のト
レーニング

　(4) CMRDI及びエジプト企業における
OJT

　(5) CMRDIの職員による、エジプト企
業における諸問題の解決や、新製品
の開発に対する支援

　(6) CMRDIでの必要な機材や設備の供
与

　

・可能な範囲で、カ
ウンターパート候
補者へのインタ
ビュー、カウン
ターパートの実技
状況の把握、機材
の稼働・維持管理
状況の確認等を実
施し、これらを通
じカウンターパー
トの技術レベルに
ついて把握する。

・プロ技スキームで
は、原則として、
専門家からカウン
ターパートへの技
術移転を核に、そ
れを補完するため
の研修員受入、機
材供与が実施され
ることを説明し、
理解を得、ミニッ
ツに記載する。

・更に、座学、実
技、企業でのOJT等
の技術移転の方法
について意見交換
を行い、結果を可
能であればミニッ
ツに記載する。

・カウンターパート
候補者（一部）に
対してのインタ
ビュー、企業訪
問、及びCMRDIでの
機材の稼働、維持
管理状況の確認等
を通じ、カウン
ターパートのレベ
ル把握を行った。
　把握した技術レベ
ルの内容について
は､第３章を参照｡

・左記を説明し、理
解を得、ミニッツ
に記載した。ただ
し、先方は、多岐
にわたる機材の更
新を通じたCMRDIの
機能強化に対して
関心が高いため、
今後の調査団等で
も改めて説明する
必要がある。

・技術移転の方法と
しては、座学、実
技、O J T（カウン
ターパートの本来
業務を兼ねた技術
移転）をとること
とした。また、エ
ジプト側より、OJT
を含めると、週５
日を技術移転にあ
てることが可能で
ある旨の発言が
あった。以上をミ
ニッツに記載した｡
　なお、Researcher
クラスのカウンタ

　　 調査項目 エジプト側要請内容､現状及び問題点等 　　 対処方針 　 　協議結果
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　５　プロジェクト
　　の基本計画

　　　(1) 上位目標

　　　(2) プロジェ
　　　　クト目標

　　　(3) 成果

・要請書では、「プロジェクトの主要
目的」として以下が記載されている。
　「CMRDI職員の技術潜在力を向上さ
せ、エジプトの中小企業が製品の質を
高め、また企業への新しい技術の紹介
を含む、必要なサービスを提供するこ
とを目的とする」

・案として以下を我
が国側より提案
し、協議のうえ、
日本、エジプト双
方で確認したもの
を今次調査団時点
のプロジェクトの
基本計画(案)とし
てミニッツに記載
する。

　エジプト中小企業
の( 協力対象分野
の)製品製造のため
の技術能力が向上
する。

　CMRDIの(協力対象
分野における)エジ
プトの中小企業へ
のサービスの質が
向上する。

　０　運営体制が強
化される。

　１　資機材が整
備・維持管理さ
れる。

　２　カウンター
パートの(協力対
象分野に関する)
技術力が改善さ
れる。

　　(以下３～５は協
力内容によって
変更あり)

　３　(協力対象分野
の) 試作品製作
サービスが改善
(実施)される。

　ーパート候補の一
部は、研究中心で
実技には疎い職員
もいる模様だった
が、Project Man-
agerより、本プロ
ジェクトではすべ
てのカウンター
パートに実技を行
う旨の言質を取り
付けている。

・以下のとおり確認
し、ミニッツに記
載した。

　エジプトの金属加
工分野の中小企業
の製品製造のため
の技術能力が向上
する。

　CMRDIの金属加工分
野における中小企
業への技術サービ
スの質が向上す
る。

　０　運営体制が強
化される。

　１　資機材が整
備・維持管理さ
れる。

　２　カウンター
パートの金属加
工分野における
技術力が改善さ
れる。

　３　金属加工分野
におけるCMRDIに
よる中小企業へ
の研修サービス
が計画的に実施
される。

　４　金属加工分野

　　 調査項目 エジプト側要請内容､現状及び問題点等 　　 対処方針 　 　協議結果
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　　　(4) 活動

　６　技術移転分野
　　・項目

・要請書では、要請分野・項目に関連
して以下が記載されている。
　(1) 鋳造技術
　　　中小鋳造企業向けの鋳造技術(ダ
イカスト・ロストワックス)を移転
する。付加価値の高い鋳造技術の移
転により、中小企業が輸出を促進で
きるようにする。ダイカスト機は新
規導入の必要がある。ロストワック
ス設備は既存のものあり。砂型設備
については、約10年前に導入された
ものであり、更新が必要。

　(2) 金属加工
　　　金属、溶接、切断、表面処理のた
めの、既存CNC旋盤、フライス盤を
用いた機械加工、及びレーザー加工
技術を移転する。パイロット・レー
ザーユニットの導入により、エジプ
ト国内産業に対しては新しい技術で
あるレーザー加工技術の移転を行
う。同時に、既存のCNC turning
machine及びvertical machining
centreの更新を行う。

　(3) 熱処理技術
　　　熱処理設備を更新し、高周波焼入
れ、化学焼入れ、オーステンパー等
が実施できるようにする。

　(4) 評価試験
　　　疲労試験、クリープ試験等は、産
業界にとってニーズの高いものであ
り、機材の導入が必要である。

　なお、非公式な情報では、先方の上
記分野に関する優先順位は(1)、(2)、
(3)、(4)の順であるとのこと。

　４　( 移転された
要素技術にかか
る) 研修コース
が改善(開催)さ
れる。

　５　エジプト中小
企業に対する技
術支援サービス
が改善(実施)さ
れる。

　「成果を達成する
ための活動を実施
する」として確認
し、ミニッツに記
載する。

・技術移転の効率性
及び成果測定の観
点から、協力の範
囲と内容の絞り込
みが必要であるこ
とを説明する。
　可能であれば、各
技術移転分野間の
技術的なつなが
り、専門家のリク
ルートの可能性も
勘案しながら、本
プロジェクトで対
象とする技術移転
分野・項目（案）
について協議し、
本件協力の妥当な
範囲と内容を検討
する。継続検討の
必要な事項につい
ては、持ち帰り検
討事項とする。
　以上について、ミ
ニッツに記載す
る。
　なお、本項目の協
議に際しては、上
記「Ⅰ．日本のODA
の 現 状 」 及 び
「Ⅱ．プロ技ス
キーム」をエジプ
ト側が理解するこ
とが前提であり、
また、上記Ⅲ．に
よるプロジェクト

　　におけるCMRDIに
よる中小企業へ
の技術支援が計
画的に実施され
る。

　左記のとおり確認
し、ミニッツに記
載した。

・左記を説明のう
え、専門家のリク
ルート、予算の制
約、ニーズ、レベ
ル等を短期調査に
おいて詳細に調査
するため、変更が
あり得るとしたう
えで、以下の技術
移転分野を確認
し、ミニッツに記
載した。
　ア　鋳造
　　(ｱ) アルミダイ
　　　カスト
　　(ｲ) 特殊鋳型
　　　（シェルモー
　　　ルド、コール
　　　ドボックス、
　　　ホットボック
　　　ス)
　イ　熱処理と材質
　　(ｱ) ダクタイル
　　　鋳鉄のオース
　　　テンパー
　　(ｲ) 表面硬化
　　　　(浸炭､窒化)
　　(ｳ) 溶接継手の
　　　疲労試験
　ウ　レーザー切断

　また、上記各分野
における技術移転
項目をミニッツの
Annex 11として確

　　 調査項目 エジプト側要請内容､現状及び問題点等 　　 対処方針 　 　協議結果
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　 　の背景、さらに上
記Ⅵ．２、３に示
した要請の背景、
ターゲット・グ
ループ、先方の実
施体制、技術レベ
ル等に関する確認
をベースとする。

　他方、以下の技術
移転要請分野につ
いては、下記の理
由により、実施が
困難であることを
説明し、ミニッツ
に記載する。

　ア　ロストワック
ス

　　　多くの段階の
工程からなる分
野であり、技術
移転には多くの
技術者、技能者
を必要とするこ
とから、専門家
のリクルートが
困難である。

　認し、添付した。

　なお、上記ア「(ｱ)
アルミダイカス
ト」の技術移転項
目のひとつである
金型について、今
次調査では、知識
の提供のみを技術
移転項目としたも
のの、エジプト側
より、できるだけ
広い範囲にわたっ
て技術移転を実施
してほしい旨の強
い要望があったた
め、聞き置き、我
が国側において短
期調査までに検討
することとし、ミ
ニッツに記載し
た。

左記については、下
記のとおり協議・説
明した。

　ア　ロストワック
ス

　　　エジプト側か
ら､実施について
強い要望があっ
たが、我が国側
から、機材予算
の制約、専門家
のリクルートの
困難さ、エジプ
ト産業における
ニーズの相対的
な低さから協力
範囲に含めない
旨説明し、ミ
ニッツに記載し
た。

　　　なお、エジプ
ト側より､今後、
他のドナーによ
る援助の要請を

　　 調査項目 エジプト側要請内容､現状及び問題点等 　　 対処方針 　 　協議結果
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　イ　レーザー加工
　　　切断以外の分
野については、
先進国でも最近
実用化した技術
であることか
ら、技術移転は
困難である。

　　　なお、仮に技
術移転を実施す
る場合でも、当
該分野の機材
は、ほこり、水
質等に細心の注
意を要すること
から、エジプト
側投入により施
設・設備を整備
のうえ、維持管
理することが必
要である。

　

　ウ　クリープ試験
　　　ひとつの試験
が完了するまで
に10年単位の時
間を要するた
め、実施が困難
である。仮に実
施する場合も、
情報提供のみと
する。

　　検討する旨の発
言があった。

　イ　レーザー加工
　　　レーザー切断
のみを技術移転
分野とし、ミ
ニッツに記載し
た。なお、当該
分野の機材につ
いては維持管理
について細心の
注意が必要であ
ることをエジプ
ト側に説明し、
安定した水の供
給や二重ドアを
有するクリーン
ルームが必要と
なる旨を説明
し、ミニッツに
記載した。短期
調査までに、こ
れらエジプト側
で準備すべき事
項の詳細につい
て我が国側から
連絡することと
した。

　ウ　クリープ試験
　　　我が国側より､
左記のとおり説
明したところ、
エジプトから、
タンク等の残り
寿命を図るため
のクリープ試験
であり、1,000時
間程度の試験で
よいので技術移
転をしてほしい
旨の説明を受け
た。

　　　しかし、我が
国側より、再
度、ターゲッ
ト・グループの
プ ラ イ オ リ
ティーが比較的
低いと思われる
こと、また、カ
ウンターパート
が本件に関する

　　 調査項目 エジプト側要請内容､現状及び問題点等 　　 対処方針 　 　協議結果
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　 　 　　知識を既にかな
り有しているこ
とから、今次協
力範囲から除外
する旨説明し、
ミニッツに記載
した。

　エ　その他
　(ｱ) 熱サイクル試
験（グリーブル
試験)

　　　1996年に作成
された要請書で
は要請されてい
たものの、1998
年８月に接到し
た最新要請書に
は含まれていな
かった分野。今
次協議におい
て、先方から実
施について強い
要望があった｡

　　　我が国側は、
予算の制約、並
びに本分野が
CMRDI内での研究
開発として行わ
れるものであ
り、中小企業を
ターゲットにし
たものではない
ことから、本プ
ロジェクトの協
力範囲から除外
する旨説明した｡

　　　エジプト側は
なおも本件に対
して強い要望を
示し、場合に
よっては別途要
請レターをJICA
エジプト事務所
に提出する旨コ
メントした｡

　　　以上をミニッ
ツに記載した｡

　(ｲ) 溶接・非破壊
　　検査
　　　エジプト側よ
り、CMRDIにおい
て、既に自立発

　　 調査項目 エジプト側要請内容､現状及び問題点等 　　 対処方針 　 　協議結果
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　７　協力期間

Ⅶ．投入
　　　(1) 日本側投
　　　　入
　　　　ア　専門家
　　　　　派遣

・要請書では、協力期間は５年間と
なっている。

（要請書では以下のとおり）

・長期専門家　３名(チーフ・アドバイ
ザー、業務調整員、レーザー技術)
　短期専門家　５名(ダイカスト、精密
鋳造、破壊現象、砂型鋳造、CNC機械
加工) CMRDIのカウンターパートがエ
ジプト産業に技術を移転できるように
なるための支援を専門家が行う

・技術移転の定着を
図る期間を含め協
力期間を定めるこ
とを説明し、理解
を得、ミニッツに
記載する。
　具体的な協力期間
については、短期
調査以降に協議の
うえ決定すること
とし、ミニッツに
記載する。

・協力期間を通じた
長期専門家投入量
の目安についてエ
ジプト側に伝え
る。

・短期専門家は必要
に応じ派遣するこ
ととし、ミニッツ
に記載する。

　　展的に活動が可
能という説明が
あり、今次協力
範囲からは除外
することとし、
その旨ミニッツ
に記載した。

・左記について説明
し、理解を得たの
ち、技術移転分野
（案）について確
認したうえで、協
力期間を４年間と
して暫定的に合意
し、ミニッツに記
載した。
　なお、エジプト側
からは、場合に
よっては協力期間
を３年間とするよ
う検討してほしい
との発言があった
ので、聞き置き、
短期調査の際に協
議する技術移転内
容に応じて再度適
正な協力期間につ
いて協議すること
とし、併せてミ
ニッツに記載し
た。

・左記について、以
下の分野で長期専
門家を派遣するこ
とを確認し、ミ
ニッツに記載した｡
　(ｱ) チーフ・アド
　　バイザー
　(ｲ) 業務調整員
　(ｳ) 鋳造
　(ｴ) 熱処理と材質
　(ｵ) レーザー切断

・左記のとおり説明
し、ミニッツに記
載した。

　　 調査項目 エジプト側要請内容､現状及び問題点等 　　 対処方針 　 　協議結果
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　　　　イ　研修員
　　　　　受入

　　　　ウ　機材供
　　　　　与

　　　(2)エジプト側
　　　　投入
　　　　ア　人員

・協力期間を通じ、10名から15名程度
受入れ。
　　分野＝ダイカスト、ロストワック
ス、溶接におけるレーザー技術、砂型
造形、熱処理、試験材料、切断及び表
面処理

・主な機材供与(金額)として以下があ
げられている。
　レーザー機械　　　(US$   900,000)
　熱処理炉　　　　　(US$   200,000)
　砂型造型設備　　　(US$   150,000)
　CNC(追加コントロールユニット)
　　　　　　　　　　(US$   150,000)
　疲労試験機械　　　(US$   250,000)
　ダイカスト設備　　(US$   200,000)
　クリープ試験機械　(US$   150,000)
　上記計　　　　　　 US$ 2,000,000

・質問表の回答では、カウンターパー
トの候補者として以下があげられてい
る。
　部長以上 ２名
　レーザー技術(Laser Tech.) １名
　熱処理(Heat Treatment) １名
　板金加工(Sheet Metal Forming)

１名
　鋳造技術(Casting Technology)

１名
　材料特性(Mat.Characterization)

２名
　精密鋳造(Precision Casting)

１名
　金属形削り(Metal Shaping) １名

・年間最大３名程度
の受入れとなるこ
ととし、ミニッツ
に記載する。

・技術移転のツール
としての機材供与
の位置づけをエジ
プト側に説明する
とともに、協力期
間を通じた機材供
与費の目安につい
てエジプト側に伝
える。
　可能であれば、技
術移転で必要とな
る機材のリストに
ついて確認し、ミ
ニッツに記載す
る。

・左記について確認
し、各カウンター
パートの職階等も
含めた人員配置の
具体的な予定、本
来業務との時間配
分等について聴取
し、結果をミニッ
ツに記載する。
　

・左記のとおり説明
し、ミニッツに記
載した。
　また、R/D署名後早
期に、総括責任者
及び実施責任者の
研修員としての受
入れを検討する旨
我が国側より説明
し、ミニッツに記
載した。

・左記をエジプト側
に説明したうえ
で、技術移転で必
要となる機材のリ
ストについて、An-
nex12としてミニッ
ツに添付した。

・以下のとおり確認
し、ミニッツに記
載した。

　各技術移転分野ご
とのカウンター
パート候補につい
ては､ 以下のとお
り。
　部長以上 ２名
　ダイカスト ４名
　特殊鋳型 ３名
　熱処理 ５名
　材質 ５名
　レーザー切断 ３名
　（合計 22名)
　なお、部長以上を
除いた20名中17名
が研究スタッフ、
３名が技術スタッ
フとなっている。
また22名中博士取

　　 調査項目 エジプト側要請内容､現状及び問題点等 　　 対処方針 　 　協議結果
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　　　　イ　施設・
　　　　　設備

　　

　　　　ウ　機材

・現在CMRDIサイトの拡張工事中であ
り、一部の技術移転は拡張後の新建屋
で実施される予定とされている。

・CMRDIは、要請関連分野において、機

・サポーティング・
スタッフの配置も
必要となる旨説明
し、理解を得、ミ
ニッツに記載す
る。

・拡張工事の状況、
今後の準備スケ
ジュール等につい
て確認し、結果を
ミニッツに記載す
る。

・左記内容につい

　得者が９名、修士
取得者が７名、学
士取得者が６名と
なっている。

・サポーティング・
スタッフについて
は、約10名を配置
する用意がある
旨、エジプト側よ
り聴取した。

・既存ワークショッ
プの一部を使用す
る旨確認した。ま
た、これに隣接し
た、建設中で1999
年６月末完成予定
の棟をレーザー切
断や疲労試験に使
用する旨確認し、
併せてAnnex15とし
てミニッツに添付
した。なお、完工
後の状況を写真を
含めて我が国側へ
報告するようにエ
ジプト側に依頼
し、ミニッツに記
載した。
　更に、特にダイカ
ストマシンやレー
ザーマシン等につ
いては、エジプト
側の措置として、
分電版の設置、水
の供給、クリーン
ルームの設置が必
要となる旨確認
し、ミニッツに記
載した。

　なお、エジプト側
は、プロジェク
ト・サイトの詳細
な準備事項につい
て、短期調査の派
遣までに日本側か
ら連絡するよう依
頼した。

・機材の状況を確認

　　 調査項目 エジプト側要請内容､現状及び問題点等 　　 対処方針 　 　協議結果
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Ⅷ．その他
　１　R/D(Record

of Discussions､
討議議事録)

　２　今後のスケジ
　　ュール／暫定実
　　施計画(TSI)

　３　他の試験所と
　　の役割分担

　４　業界、学会と
　　の連携

　材リスト(稼働、メンテナンス状況を
含む)を我が国側に提出している。

・1999年度予算で短期調査、実施協議
調査を実施する予定となっている。

　て、プロジェクト
での使用の可否を
可能な限り確認
し、ミニッツに記
載する。

・R/Dのサンプルに基
づき内容を説明
し、ミニッツに添
付する。

・左記について説明
する。また、協力
期間はR/Dで合意さ
れた日から開始す
るが、協力期間開
始日については、
機材供与に要する
日程等も勘案して
設定する旨説明す
る。
　以上について必要
に応じミニッツに
記載する。

・他の同様の試験所
の存在の有無を確
認するとともに、
存在する場合には
当該試験所との役
割分担について確
認し、ミニッツに
記載する。

・案件の性格上、ま
た広報の観点から
も、業界、学会と
の連携が重要とな
る旨を伝え、ミ
ニッツに記載する｡

　したうえで、ミ
ニッツのAnnex17と
して、CMRDI保有機
材のリストを添付
した。

・左記を説明のう
え、ミニッツに添
付した。

・左記のとおり説明
したうえ、ミニッ
ツのAnnex19のとお
り、暫定実施計画
(TSI)を確認し、ミ
ニッツに記載し
た。協力期間開始
は、仮に2000年７
月とした。

・CMRDIと同じヘルワ
ン市に所在する工
業省傘下のテビン
冶 金 研 究 所
（Tebbin Insti-
tute for Metal-
lurgical Studies)
が類似の研究所と
してあげられる
が、現在は省エネ
ルギーや汚染対策
に関する企業関係
者のトレーニング
を中心として活動
しており、CMRDIと
重複する活動は行
われていない旨の
説明をエジプト側
から受け、ミニッ
ツに記載した。

・エジプト鋳造者協
会（E g y p t i a l
F o u n d r y m e n
Association）等、
本案件の技術移転
分野に関連した業
　

　　 調査項目 エジプト側要請内容､現状及び問題点等 　　 対処方針 　 　協議結果
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　５　専門家の生活
　　環境

Ⅸ．貿易研修セン
タープロジェクト

　また、可能であれ
ば、業界団体、学
会等の具体的な活
動、及び本プロ
ジェクトとの連携
内容について意見
交換を行い、必要
に応じミニッツに
記載する。

・専門家の生活環
境、治安状況等に
ついて確認する。

・本年１月の要請内
容をもとに、国内
支援体制を検討
中。現時点では新
規協力を前提とは
せず、新組織の体
制、建物の建設ス
ケジュール、新規
人員の採用計画及
び貿易研修の具体
的な要請分野と技
術移転内容等につ
いて聴取のうえ、
確認する。

　界団体の一部は、
設立に際してCMRDI
が支援している。
また、エジプト標
準化機構(Egyptian
Organization of　
Standardization)と
の関連も深い。

・特段の支障は認め
られなかった。

・（第３章参照）

　　 調査項目 エジプト側要請内容､現状及び問題点等 　　 対処方針 　 　協議結果

　

・1997年度新規案件として要請があった
が、1997年９～10月に中近東産業基盤
育成基礎調査団で「前提条件となる貿
易研修センターの建物の建設費は既に
予算化されているとの説明であった
が、建設スケジュール、新規人員の採
用計画が未定であり、直ちに新規案件
とするには時期尚早と思われる」とさ
れ、1998年度案件としては不採択と
なった。
　しかし、上記の点について、貿易供給
省派遣の個別専門家を通じ引き続きエ
ジプト側と検討を進めたところ、1998
年12月、貿易研修センターの建物、組
織・人員計画、技術移転の対象につい
ての進展がみられた旨我が国大使館、
JICAエジプト事務所に連絡があり、
1999年１月に非公式に新要請書が提出
された。
　現在、３月末をめどとして更なる改訂
要請書が準備されている。
　(４月２日現在、上記改訂要請書は未
接到)
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第３章　調査団所見第３章　調査団所見第３章　調査団所見第３章　調査団所見第３章　調査団所見

３－１　調査団総合所見３－１　調査団総合所見３－１　調査団総合所見３－１　調査団総合所見３－１　調査団総合所見

　今回のエジプト滞在期間のうち、同国の祝日が２日間も含まれるという極めてスケジューリン

グの難しい日程ではあったが、実施機関であるCMRDIの所長ほか関係者がイスラム新年の祝日に

も本件調査団の協議に積極的に加わるなど、エジプト側の本件プロジェクト協力への意気込みが

感じられた調査であった。

　従来より個別専門家派遣やミニプロ等でJICAスキームを熟知している実施機関ではあるが、プ

ロジェクト方式技術協力については、初めての取り組みということもあり、調査団からのプロ

ジェクト方式技術協力の仕組みやPDM手法についての説明には十分な時間を費やし、先方の理解

を得ることができた。またODA大綱やODA予算の現状についても併せて説明し、妥当性や継続性の

あるプロジェクト形成の必要性の認識を促し、先方の理解を得ることができた。

　今回の協議は全体を通じほぼ順調に行われたが、プロジェクト協力分野の絞り込みで、若干双

方の認識の違いが現れ、ややハードな討論を行う場面もあった。それは実施機関がアフリカ地域

及び中近東地域で随一の金属工学分野の研究機関であることから、外部からのあらゆる照会事項

やコンサルテーションにすべて対応する必要がある、それらに対し決して「ノー」と言えない立

場にある、という責任感の表れから、あれもこれも協力してほしいという絞り込み分野に一貫性

のない要求があったためであり、調査団としても根気よく説明はしたが、先方の理解は必ずしも

得られたわけではなく、今後とも理解を求めていく必要がある。

　いずれにしても、本件実施機関であるCMRDIは従来より研修員受入、専門家派遣、第三国研修

と日本とのつき合いが長く、所長はじめ日本シンパが大多数を占め、日本の文化風習を学び、昨

年まで在京エジプト大使館参事官だった溶接研究部長をはじめとして、他のカウンターパートの

一部も日本語が堪能といった環境は、エジプトをはじめ中近東・アフリカ地域でも優良実施機関

のひとつとして位置づけられ、安定した自己収入を得ていることをも踏まえると、移転された技

術は確実に近隣諸国へも移転できる機能を持ち合わせており、我が国側としても現在のCMRDIと

の関係を維持拡大していく必要があるものと思料される。

　CMRDIは科学研究大臣直轄の研究機関ではあるが、中小企業育成の観点から工業省とも強い関

連があることもあり、滞在中、調査団は工業大臣を表敬訪問する機会をもった。その際、我が国

協力の概要について説明し、理解を求めたところ、先方としても協力を惜しまない旨発言があっ

たことは、今後の本件プロジェクトにとって有益となると思料される。

　また、今回の調査期間中、エジプトテレビの要望により、４月17日のイスラム正月に朝の人気

番組「おはようエジプト」の生番組に調査団員（石田、勝又）が出演し、JICA事業の説明や本件

プロジェクトの紹介が可能となり、広報の面からもエジプト国民に本件協力をアピールできたこ
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とは、極めて有意義であったと思料される。

　最後に、今回の事前調査結果を踏まえ、今後短期調査そして実施協議と案件実施に向けて作業

が進むこととなるが、今後の調査にあたり特記事項及び留意事項を以下に述べることにより、調

査団の総合所見と致したい。

(1) 機材現地調達

　　機材の現地調達について、JICAエジプト事務所より同国に優良商社や代理店が少なく機材の

納期が遅れたり、前払い金を要求するが銀行保証の取り付けが困難であったりなど、従来より

大変苦慮した経験をもっているため、原則機材現地調達は行わない旨説明を受けた。また現在

CMRDI派遣の専門家からも、機材検収時のトラブルや納期の遅延等も考慮すれば、多少時間が

かかっても可能な限り本邦調達をすべしとのアドバイスも受けた。他方、CMRDI側は機材の維

持管理や安価で購入が可能との理由から、機材の現地調達を強く要望している。また、日本か

らの機材は電圧が異なるため、別途トランスを購入する必要があり、トラブルの原因となった

過去の経験からもCMRDI側は機材の現地調達を要望している。調査団はCMRDI側に我が国側の事

情を説明したが、CMRDIには機材調達部門もあり、ノウハウはJICAエジプト事務所よりもって

いるので、協力して現地調達を行いたい旨申し出ており、また、エジプトにサービス拠点を有

しているヨーロッパなどのメーカーに関してはメンテナンス面の優位性があるものと認められ

るので、JICAエジプト事務所と十分協議しつつ、機材調達の方法を検討する必要がある。

(2) 金属材料研究所との関連

　　CMRDIの説明によれば、筑波にある金属材料研究所(National Research Institute for

Metals)と1997年に共同研究協力に係る討議議事録を署名交換し、現在共同研究協力を実施中

の由。先方より同研究所からの専門家派遣の可能性について照会があったが、本件国内支援機

関が日本鉄鋼連盟であることを説明のうえ、可能性はあるが現在のところ同研究所からの専門

家派遣は考えていない、また、その場合であっても本件プロジェクトとの違いを明確にしたう

えで派遣することとなる旨説明し、理解を求めた。今後の準備作業において同様の要望が予想

されるので留意しておく必要がある。

(3) 専門家のリクルート

　　CMRDIは中近東・アフリカ地域で唯一の金属工学分野の研究機関ということもあり、スタッ

フのプライドは極めて高く、派遣専門家は先方のプライドを尊重しつつ技術移転を図っていく

必要がある。特に専門家の資質については、先方よりグレーヘア（すなわち、年配で経験豊富

である意味と思われる）の専門家を派遣してほしい旨要望があった。グレーヘアの専門家は、
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専門分野は当然のこととして、長い経験から全体を把握しつつものごとを考えることができ、

CMRDIにとっても大きなメリットとなり得ると考えているようである。CMRDI側は、日本人派遣

専門家の技術移転がもたらす成果に対して高い期待をもっており、本件プロジェクトの成功の

カギはすべて専門家の資質にかかっているといっても過言ではない。カウンターパートの多く

が修士・博士号を有していることをも踏まえ、我が国側専門家のリクルートについては、最大

限上記を留意しつつ人選する必要がある。

　　参考までに、CMRDI側は今までに派遣され帰国した専門家のなかで特に、田中甚吉専門家

（元NKK）、河野六郎専門家（新日鉄関連会社）、山崎利一専門家（NKKテクノス）については

大変高く評価しており、それらのなかからチーフ・アドバイザーが派遣されることを期待して

いる旨の発言もあったので申し添える。

(4) 短期調査の派遣時期

　　短期調査の派遣時期については、CMRDI側は可能な限り早い時期を希望し、前広に時期を通

知していただければいつの時期でも受入れ可能との発言があった。現在ミニプロにて派遣中の

３名の専門家の支援は不可欠と思料されるので、引き続き支援をお願いしつつ、我が国側の派

遣準備状況に応じ、可能な限り早期（８月ごろ）に派遣することが適当と思料される。なお、

今年のラマダンは12月中旬から１月中旬までとなり、特に１月中旬にはラマダン明け休日とな

るため、実施協議調査派遣については１月中旬を避けるほうが望ましい。

(5) 機材供与

　　今回調査団の示した機材リストについては、CMRDI側が考えていた予算規模の約半分程度と

なったこともあり、CMRDI側の落胆は極めて大きいような印象を受けた。調査団より対象分野

を絞り込み技術移転を主眼に機材の選定を行ったものであり、妥当なものである旨再三再四説

明したものの、必ずしも先方の満足を得られるには至らなかったと思料される。今後短期調査

時の機材の仕様のつめで、１ランク上の機材を求めてくる可能性があるので、なぜそれが必要

なのか必要でないのか、その理由を十分説明できるよう理論武装しておく必要がある。

(6) 協力期間及び開始時期

　　機材購送が順調に行われ、適格な専門家が派遣されるならば、最短３年間で技術移転が完了

すると想定されるが、移転した技術の定着促進や予想されない問題の発生等を考慮するなら

ば、協力期間は４年間が妥当と思料される。また先方は、今回プロジェクトの対象にならな

かった金型分野、粉末冶金分野、新素材分野への次期フェーズでの協力を要望していることも

併せて留意しておく必要がある。
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　　プロジェクトの開始時期については、機材が現地に到着する２～３カ月程度前からの専門家

派遣が妥当とされるので、それらを考慮しつつプロジェクト開始時期を決定する必要がある。

(7) 熱サイクル試験（Gleeble Test）

　　本分野の協力については、CMRDI側の説明によれば当初の要請書には含まれていたものの、

何らかの手違いがあり、最終プロポーザルから落ちてしまった由。本分野は全体にかかわる極

めて重要な分野でもあり、本件プロジェクトに含めてほしい旨強い要望があったが、調査団よ

りプロポーザルから落ちていたとしても、その後のクエスチョネアでも何ら回答がなかった分

野でもあること、機材がなくてもプロジェクト実施に影響がないこと、供与機材の金額が大き

くなり、想定予算をはるかに超えてしまうことなどを理由に、本分野の機材供与は困難である

旨回答した。しかしながら、先方の本件熱サイクル試験に対する要望は極めて強く、今後、再

度JICA事務所を通じ要望してくる可能性があるため、場合によっては本分野に関する我が国側

の対応ぶりを再検討する必要がある。

(8) CMRDIの新組織体制

　　CMRDI側の説明によれば、現行４つに分かれている部門にそれぞれ重複する分野が多々ある

ので、より効率的効果的に研究所を運営していくために、今年の秋をめどに新組織体制を構築

中とのこと。本件プロジェクトにどのような影響があるか、現在のところ不明であるが、その

動向については留意しておく必要がある。

(9) 実施責任者（プロジェクト・マネージャー）

　　本件プロジェクトでは、CMRDIのPresidentがProject Director、Project Managerは現在

のHead of Welding Researchとなる。本件プロジェクトではWeldingは含まれていないが、

現在のVice Presidentが今秋定年退職となり、後任としてHead of Welding Researchが就

任予定であるため、現行ではHead of Welding Researchとしているので念のため申し添える

こととする。

(10)カウンターパートの配置

　　CMRDIの職員の雇用形態は終身雇用に近く、現在も定着率が非常が高いとの先方説明から、

カウンターパートが技術習得後民間へジョブホップする可能性はほとんどなく、その面では、

効率的効果的な技術移転が行われ、技術が定着すると思われる。また専門家１名に対し、最低

２名以上のカウンターパートを配置することにより、カウンターパート不在となることがな

い、より効率的な技術移転が行われると思われる。
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(11)近隣諸国への技術移転の波及

　　今次調査では、エジプト国内・実施機関の現状を把握することを通じた具体的協力形態・内

容に関する検討を目的としたため、プロジェクト内容の近隣諸国への波及については、協議項

目としなかった。しかし、先方から近隣諸国への技術の普及に関して強い意思表示があったこ

とも踏まえ、短期調査の協議項目として、近隣諸国への技術の普及の可能性、方法、内容等に

ついて検討する必要があるものと思料する。

３－２　技術移転の内容３－２　技術移転の内容３－２　技術移転の内容３－２　技術移転の内容３－２　技術移転の内容

　３－２－１　移転項目分野

　　技術移転分野・項目については、エジプト側との協議のうえ、下記のとおり確認した。な

お、下記分野・項目については、短期調査において、我が国側の専門家のアベイラビリティー

及び予算の制約、ターゲット・グループ、CMRDIのニーズ及びレベル、更にカウンターパート

のレベルを詳細に調査したうえで精査することとし、変更もあり得るとして我が国側より申し

入れ、エジプト側の理解を得た（以上、ミニッツの16ページ及びAnnex11を参照）。

　　なお、要請があったものの、今次協力の範囲外となった技術移転分野については、３－２－

３を参照。

技術移転分野・項目（１／２）
技術移転大分野
　小分野
　　大項目
　　　小項目
　　　　　　　　 和　文 　　　　　　　　　　　　　英　文
Ⅰ．鋳造 Casting
　１　アルミニウムダイカスト Aluminum High Pressure Die Casting
　　(1) ダイカストの知識 Knowledge of Die Casting
　　　ア．ダイカスト機 Die Casting Machine
　　　イ．金型 Die
　　　ウ．合金と溶解 Alloys and Melting
　　　エ．鋳造理論 Theory of Casting
　　　オ．ダイカスト作業方法 Methodology of Die Casting
　　　カ．製品の検査 Inspection of Products
　　(2) ダイカスト作業の実技 Practice of Die Casting
　　　ア．製品の品質 Properties of Products
　　　イ．合金の溶解 Melting of Alloys
　　　ウ．ダイカスト作業 Methodology of Die Casting
　　　エ．金型作業 Methodology of Metallic Mold
　　　オ．製品の検査 Inspection of Products
　　　カ．製品の品質 Properties of Products
　　(3) ダイカスト機の管理と点検 Maintenance and Checking of Die Casting Machine
　　(4) 金型の管理と点検 Maintenance and Checking of Metallic Mold
　２　特殊鋳型（ケミカルボンディドサンド） Chemically Bonded Sand Molding
　　(1) 特殊鋳型の知識 Knowledge of Chemically Bonded Sand Molding
　　(2) 特殊鋳型（シェルモールド）の 実技 Practice of Chemically Bonded Sand Molding(Shell Molding)
　　(3) 特殊鋳型（コールドボックス）の実技 Practice of Chemically Bonded Sand Molding(Cold Box)　
　　(4) 特殊鋳型（ホットボックス）の 実技 Practice of Chemically Bonded Sand Molding(Hot Box)
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技術移転分野・項目（２／２）
技術移転大分野
　小分野
　　大項目
　　　小項目
　　　　　　　　 和　文 　　　　　　　　　　　　　英　文
Ⅱ　熱処理と機械的性質 Heat Treatment and Mechanical Properties
　１　ダクタイル鋳鉄のオーステンパー Austempering of Ductile Cast Iron
　　(1) オーステンパーの知識 Knowledge of Austempering
　　　ア．熱処理 Heat Treatment
　　　イ．オーステンパーの理論 Theory of Austempering
　　　ウ．オーステンパーの設備 Equipment of Austempering
　　　エ．ミクロ組織 Micro Structure
　　　オ．熱処理と機械的性質 Heat Treatment and Mechanical Properties
　　(2) オーステンパーの実技 Practice of Austempering
　　　ア．オーステンパー作業 Methodology of Austempering
　　　イ．材質試験と検査 Material Testing and Inspection
　　(3) 設備の管理と点検 Maintenance and Checking
　２　表面硬化（浸炭・窒化） Surface Hardening (Carburizing and Nitriding)
　　(1) 基礎的理論 Basic Theory
　　　ア．浸炭と窒化の基礎 Basic of Carburizing and Nitriding
　　　イ．浸炭と窒化用鋼 Steels for Carburizing and Nitriding
　　　ウ．組織と特性 Microstructures and Properties
　　(2) 浸炭処理炉 Carburizing Furnace
　　(3) 窒化処理炉 Nitriding Furnace
　　(4) ソルトバス作業方法 Methodology by Salt Bath
　　　ア．塩の構造と温度の制御 Control of Salt Composition and Temperature
　　　イ．反応の制御 Control of Reaction
　　(5) 検査方法 Inspection Method
　　(6) 表面硬化の実技 Practice of Surface Hardening
　　　ア．歯車の浸炭 Carburizing of Gear
　　　イ．歯車の窒化 Nitriding of Gear
　３　溶接部疲労評価 Fatigue Evaluation of Welded Joint
　　(1) 疲労理論 Theory of Fatigue
　　(2) 疲労試験作業 Practice of Fatigue Test
　　(3) 疲労破壊部調査 Investigation of Fatigue Fractured Surface
　　(4) 溶接部疲労ノウハウとしての Making of Database as Fatigue Know-how
　　　　データベース作成 on Welded Joint
Ⅲ．レーザー切断 Laser Cutting
　　(1) レーザー加工の知識 Knowledge of laser Processing
　　　ア．レーザーの性質 Characteristics of Laser
　　　イ．炭酸ガスレーザー発振器 CO2 Laser Oscillator
　　　ウ．YAGレーザー発振器 Nd-YAG Laser Oscillator
　　　エ．加工用光学系機器 Optical Devices of Laser Processing
　　　オ．安全衛生管理 Safety and Health
　　(2) 切断への応用 Application of Laser for Cutting
　　　ア．熱切断の原理 Principle of Thermal Cutting
　　　イ．ステンレス鋼と非鉄金属の切断 Cutting of Stainless Steels and Non-Ferrous Metals
　　　ウ．炭素鋼切断 Cutting of Carbon Steels
　　(3) 切断の実技 Practice of Laser Cutting
　　　ア．切断準備作業 Preparation for Cutting
　　　イ．切断条件適正化作業 Optimization of Cutting Condition
　　　ウ．切断品質管理 Quality Control for Cutting
　　(4) レーザー設備の保守 Practice of Maintenance and Repair of Laser Facility
　　(5) 切断ノウハウデータベース作成 Making of Database as Cutting Know-how
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　３－２－２　プロジェクト使用機材

　　調査団は、日本側より供与するいかなる機材もプロジェクトにおける技術移転を実現するた

めのツールであることを説明し、エジプト側の同意を得た。これを考慮しながらプロジェクト

の実施に必要な機材のリストを以下のとおり作成した（以上、ミニッツのAttached Document

8(3)及びAnnex12を参照）。

　　なお、下記リストのうちの疲労試験に関連して、材質の基礎特性を評価する引張試験機につ

いては、CMRDIの現有機材での対応も検討することとした。また、仮に日本側より供与する場

合でも、エジプト側がCMRDIでの実施を希望している高熱試験用の付属品は今次技術移転の範

囲外であることから、エジプト側の負担で調達する旨確認した。

技術移転分野 　　　　　　 　 主要機材名称 　　　　仕様（概要） 備考 調達国　　　 和　文 　　　　英　文
Ⅰダイカスト 脱ガス装置 Degassing 　P 　日
High Pressure Die 保持炉 Holding Furnace 　P 　日
Casting ダイカスト機 Die Casting Machine 型締め力 135t 　P 　日

金型 Dies 2組（350本x2） 　P 　日
金型加熱器 Die Mold Heater 　P 　日
鋳仕上げ装置 Finishing Device 　P 　日
ホイスト Hoist 　P 　日

Ⅱ特殊鋳型 中周波誘導溶解炉 Medium Frequency Induc. 　U
Furnace

Chemically 造型機 Molding Machine 　U
Bonded Sand シェルモールド Shell Molding 　U

CO2プロセス CO2 Process 　U
コールドボックス・ Cold Box, Hot Box 　P 　日
ホットボックス

Ⅲオーステンパー 電気炉 Electric Furnace 　P 　日
Austempering of ソルトバス Salt Bath 　P 　日
Ductile Cast Iron 　
Ⅳ表面硬化 ソルトバス Salt Bath 　P 　日
Surface Hardening 光学顕微鏡 Optical Metal Microscope 　U

走査型電顕 SEM 　U
マイクロビッカース Micro Vickers Hardness 　U
硬さ計 Tester

Ⅴ疲労試験 平面曲げ疲労試験機 Out of Plane Bending Fatigue 1.5kgf-m / 2 台 　P 　日
Testing Machine

Fatigue Evaluation 動ひずみ測定器 Dynamic Strain Meter ＊4CH 　P 　日
Ｘ－Ｔレコーダー X-T Recorder ＊デジタル処理型 　P 　日
光学顕微鏡 Optical Metal Microscope 　U
走査型電顕 SEM 　U
工具顕微鏡 Tool Microscope 　U
輪郭形状測定器 Contour Measuring 　P 　日

Instrument
引張試験機 Tensile Testing Machine 50t P（*1） 日／エ

Ⅵレーザー切断 レーザー切断機 Laser Cutting Machine 0.5-1.0kw, Nd-YAG/X-Y Table P（*2） 　日
Laser Cutting 放射温度計 Infra-red Thermometer Point Measuring 　P 　日

Ｘ-Ｔレコーダー X-T Recorder デジタル処理型 P（*3） 　日
35mmカメラ Still Camera シャッター速度1/8000秒 　P 　エ
輪郭形状測定器 Contour Measuring P（*3） 　日

Instrument
マルチ電圧計 Multi Voltage Meter 　P 　エ

Ⅶその他 Others 車両 Vehicle Mini-bus style P（*4） 　日

（注）仕様欄・備考欄のうち、＊印がついた項目については、帰国後に検討して加えたもので、エジプト側との協議、検討は短
　　　期調査の際に行う予定である。
　　*1　日本側による機材供与は予算面に関し、日本側が検討する。高熱試験用の付属品はエジプト側が調達する。
　　*2　この機材の仕様は予算の制約などから日本側が検討する。
　　*3　同一機材を別の分野でも共用する予定。
　　*4　この機材の日本側による供与については用途を確認のうえ、検討する。
　　備考欄　U:CMRDIでの現有機材でプロジェクトでの仕様可。
　　　　　　P:CMRDIに存在せず、新規調達が必要。
　　調達国欄　日：日本側から供与する機材。
　　　　　　　エ：エジプト側で調達する機材。
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　３－２－３　技術移転分野及び項目の変更の内容と理由

　　次の各分野または供与機材については、要請書内、または本事前調査の協議中に先方から要

請があったものの、以下の理由で、今次協力の範囲からは除外し、または先方の要請した機材

からスペック・ダウンした。ただし、短期調査でエジプト側のニーズやレベル等についてより

詳細に調査したうえで、下記の内容に変更があり得るものとした。

　　(1) ロストワックス

　　　　本分野については、CMRDIが米国USAIDにより供与された関連機材を一部保有しているこ

ともあり、エジプト側から実施について強い希望があったが、以下の理由で技術移転の対

象外とし、関連機材の供与も実施しないこととした。

　　　ア　多くの段階の工程からなる分野であり、技術移転には多くの技術者、技能者を必要と

することから、専門家のリクルートが困難。

　　　イ　エジプトにおいて、アルミダイカストやダクタイル鋳鉄は生産が増加しつつあるのに

対し、ロストワックスは、非常に新しい技術であり、ロストワックス工場も極めて少な

い（CMRDIによれば１社のみとのこと）。

　　　　　なお、エジプト側は、今次協議で本分野の協力範囲からの除外が合意されたあと、他

の援助機関に協力を要請する旨を非公式に表明している。

　　(2) CNC加工技術及びCNC追加制御ユニット

　　　　本分野についても下記の理由で今次協力の範囲外とし、供与対象機材としても除外する

ことを確認した。

　　　ア　要請書では、移転要望技術の名称として、CNC加工技術とあるのみであった。今次調

査において、CMRDIの現状を確認したところ、ソフト面のみならず、ハード面からみて

も加工技術に不足はなく、既存設備(CNC旋盤、CNCミーリング)も順調に機能している。

要望設備の内容については、協議の際に我が国側から説明を求めたものの、先方の説明

は得られなかった。以上から、要望技術と要望設備ともにニーズがはっきりしない。

　　　イ　鋳造難削材の加工のノウハウには不足がみられるが、知識上の問題であり、必要なら

短期専門家派遣、または研修員受入で対応できる。

　　(3) 疲労試験機

　　　　この供与機材については下記理由により、要請書でエジプト側が想定していたと思われ

る機材よりも安価な平面曲げ疲労試験機を供与する。

　　　ア　エジプト側が移転を希望している技術は疲労損傷解析である。これには既存の光学顕
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微鏡と走査型電子顕微鏡（SEM）で対応可能である。

　　　イ　知識の習得には、上記ア以外にラボ破壊サンプルの観察経験が有益である。

　　　ウ　現在、CMRDIは回転曲げ疲労試験機を保有しているが、素材評価に限定される。

　　　　このため、上記イの観察経験には溶接継手まで評価対象を拡大できる機材が必要であ

る。

　　　エ　上記ウで必要となる機材としては、軸引張型疲労試験機が理想的であるが、スタート

レベルでは、平面曲げ疲労試験機が妥当である。特に、自動車板金部品においては、日

本でも80%のデータが平面曲げ疲労試験機で評価される。

　　(4) クリープ試験（クリープ試験機）

　　　　この機材については下記のような理由で今次協力の範囲外とし、関連機材の供与につい

ても実施しないことを確認した。

　　　ア　移転要望技術が明確ではない。エジプト側からのヒアリングによると、要望している

機材は材料選択のために使用する機材である。材料選択試験は、与えられた性能仕様に

対して合否を判定するのみの作業であり、知識の習得が重要な分野ではない。また、こ

の材料選択試験は、試験をCMRDIへ委託する企業への技術移転効果も小さい。

　　　イ　同試験に関連する産業は、通常は石油化学、電力等の大企業である。産業に用いる機

材への補修部品を製作する企業は中小企業であるが、一般的には同試験が中小企業を対

象とした技術移転とはなりにくい。

　　(5) 表面硬化（高周波焼入れ、浸炭、窒化、オーステンパー）（熱処理関連機材）

　　　　注：要請書では、化学焼入れ（chemical hardening）という呼称が用いられていたが、

本プロジェクトではより国際的な呼称として、浸炭（carburization）及び窒化

（nitriding）を用いることとした。

　　　　本分野に関しては下記のような理由から、浸炭、窒化を技術移転範囲とし、機材につい

ては大気加熱炉とソルトバスを供与することとした。また、高周波焼入れは技術移転範囲

から除外することとした。

　　　ア　要請された移転技術としては、鋳物のオーステンパー、浸炭、窒化、高周波表面焼入

れなどがあげられているが、要望機材として記載されている大型炉はこれらの技術に対

応しない。

　　　イ　各技術に対応する機材は以下のとおり。

　　　　　　オーステンパー：大気加熱炉＋ソルトバス

　　　　　　浸炭、窒化：ソルトバス、または雰囲気調整炉



－34－

　　　　　　高周波表面焼入れ：高周波加熱装置

　　　ウ　移転技術の集中化と供与機材の効率化を図るため、技術移転範囲はオーステンパー、

浸炭、窒化とし、よって大気加熱炉とソルトバスを供与する。

　　(6) レーザー加工（レーザー加工機）

　　　　エジプト側の本分野に関する移転要望技術は、溶接、切断、表面焼入れであったが、協

議の結果、技術移転分野としては、切断以外は先進国でも最近実用化した技術であり、他

方切断については、近年エジプト、またCMRDIでのニーズが高まっていることから、レー

ザー切断のみを実施することとする。

　　　　一方、エジプト側が要請書上で想定していた供与機材は、3000Ｗクラスの炭酸ガスレー

ザー切断加工機（実加工用）で、価格が比較的高価なうえ、切断以外には使用できない。

上述のとおり、今次調査ではレーザー切断のみを技術移転分野としたため、当面当該機材

に切断以外の用途はないものと思われる。しかし、本プロジェクト協力期間終了後を含

め、将来的にCMRDIで溶接、表面焼入れを実施する際、当該機材を汎用的に使用すること

を念頭に置くと、上記の要請機材よりも汎用性の高いものを供与するのが望ましい。ま

た、先方がYAG（yttrium aluminum-garnet）を将来のレーザーの本命として理解してい

る点も勘案する必要がある。

　　　　以上より、当該機材を、研究設備として加工の基礎を習得する装置として位置づけ、価

格も比較的安価だが汎用性のある小型（500Ｗ～1000Ｗ）のYAGレーザーを供与することと

する。

３－３　訪問先の現状３－３　訪問先の現状３－３　訪問先の現状３－３　訪問先の現状３－３　訪問先の現状

　３－３－１　CMRDIの現状（設備、技術レベル）

　　(1) 研究所としての役割

　　　　エジプトの企業では、大企業といえども試験設備が不足しており、設備主導の開発・試

験については、設備を保有するCMRDIへの委託を期待している。一方、運営経費として、

自己収入をあげる必要があることから、CMRDIは受託研究・試験を積極的に受け入れてい

る。

　　(2) 研究と企業サポート

　　　　研究活動と企業サポート活動の比率（企業サポート活動の全活動に占める比率）は、カ

ウンターパート候補者インタビューでは20～70％と回答されたが、印象では70％程度と推

測される。両活動の違いはほとんど認識されていないようである。これは同研究所の自己
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収入重視という基本体制によるところが大きいものと感じられる。

　　(3) 技術レベル

　　　　企業から必要とされる技術は一言で言うと現在エジプトにない技術であり、これは国際

的には必ずしも最先端のものではない。したがって、同研究所の活動の多くは、保有設備

でデータ、製品を製作すること、及び海外で既知の技術をトレースし、実施することにあ

る。

　　(4) 研究意識

　　　　職員の階層構造に関しては、特に研究者の場合、学士、修士、博士の学歴間で待遇が歴

然と区別されている。単純な実力主義ではない。このため、前二者は上位資格（学位）の

取得を動機として、ある程度の研究を欲している。

　　　　しかし、研究の意味合いは、多くのデータ、彼らにとっての新しいデータを取得するこ

とであり、カウンターパート候補者も、本音としてはそのために新しい機材を欲している

部分もあるといえる。

　　　　限られた時間でカウンターパートへのインタビューを実施したが、どのような技術に取

り組みたいとの意思はみられた反面、既存技術に対する新規性、自己のアイデアなどの独

創性の主張はみられなかった。

　　(5) 国内産業育成との対応

　　　　CMRDIの研究レベルは、以上のように必ずしも十分ではないが、現在のエジプトの国内

企業の期待にはマッチングしている。CMRDIが自己収入を得ている受託サービスも、双方

の利害が一致することを考えるなら、確実に技術が産業界に普及している。現在のエジプ

ト産業の技術向上に役立っていることは間違いない。

　　(6) CMRDIの設備状況

　　　　溶接機、鋳造設備、熱処理設備等の金属加工設備は比較的多数保有している。特に、熱

処理炉は、研究所としては大きなものがそろっている。これらには外国援助機関からの供

与等による機材と自己資金で調達した機材の両方がある。

　　　　ただし、比較的新しい設備であっても、非稼働の設備も目立つ。理由は種々である。例

としては以下のとおり。

　　　ア　ロストワックス機材

　　　　　CMRDI幹部によると前後設備がないため使えない（ただし、CMRDI担当者によれば故障
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している）。

　　　イ　溶接予熱装置

　　　　　過大電圧投入により制御器が故障している。

　　　ウ　プラズマ溶接機

　　　　　担当者がいないため使えない。

　　　　　いずれにしても、機材を常に使える状態で待機させておくような保守体制については

意識が欠如している。

　　　　　加工設備の充実度に比較して、いわゆる計測装置の不足が目立つ。温度測定装置、電

圧測定装置、記録装置など、加工装置に比べ安価ではあるが基礎的研究装置であるもの

が少なく、またあまり使用されていない。
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　　(7) CMRDIの設備
金属加工(鋳造)研究部関連
溶解炉 中周波誘導溶解炉 (鉄用)350キロ

(鉄用)120キロ
(非鉄用)銅合金で80キロ、アルミ合金で30キロ
＊１電源３炉方式

中周波誘導溶解炉 (鉄用)10キロ
キュポラ 使用できない。本プロジェクトでは使用しない
エレクトロスラグ 使用できない。本プロジェクトでは使用しない
真空溶解炉 使用できない。本プロジェクトでは使用しない

造型機 ジョルトスクイズ ２機
砂の混練機 ２機

特殊鋳型 CO2プロセス １機
シェルモールド一式 １機

精密鋳造 ロストワックス ワックス射出・コーディング装置がある
脱ろう装置・焼成炉・ワックス溶解炉などがない

砂試験 一式そろっている
分　析 発光分析

蛍光Ｘ線
顕微鏡 光学顕微鏡

必要設備
アルミダイカスト ダイカスト機

溶解保持炉
脱ガス炉
その他

特殊鋳型 コールドボックス
ホットボックス

オーステンパー 電気炉
ソルトバス

溶接研究部関連
熱処理 電気炉 最高加熱温度1000℃

ソルトバス 温度領域300～600℃
＊電気炉とソルトバスでオーステンパーを行うには制御が不十分である

測定記録装置 光学顕微鏡 ×400(撮影装置なし)
×800，×1000

実体顕微鏡 撮影装置なし
走査型電子顕微鏡 JSM20
マイクロビッカース硬さ計 圧痕寸法読み取り内部目盛り
X-T 記録器 旧式、動作不良
35mmカメラ シャッター速度1/1000ｓ

必要装置
疲労 平面曲げ疲労試験機
レーザー レーザー切断機
測定記録装置 動ひずみ測定器

輪郭形状測定器
赤外放射温度計
X-T 記録器
35mmカメラ
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　３－３－２　カウンターパート候補者面接結果

　　今次調査で、カウンターパート候補者として22名があげられているが、そのうち８名に対し

てインタビューを行った。

カウンターパート候補者面接結果(1)
役　職
氏　名
生年月日
年　齢
学　士

修　士

博　士

現業務

研究/企業支援
保有技術

今後の期待

日本での
研修経験

日本以外での
研修経験

語学力
　英語

　　　　日本語
PJ担当テーマ
評　価

Researcher
Abdul.Monem.El.Batahgi

1955.4.2
45

1978
カイロ大金属工学
1983
カイロ大金属工学

1990 東工大金属工学科
(菊池、松尾教授)
「クリープ変形による高
温材料の劣化」
・高張力鋼板の低温割れ
　性
・ステンレス鋼板、ＱＴ
　鋼板、アルミのレーザ
　ー溶接性の比較
・エジプトへのレーザー
　技術導入ナショプロ
　(1997-2002)

50/50%
溶接(レーザー、T I G、
MIG)
・1994年よりレーザー研
　究開始(装置なし)

・1985(９カ月)
　JICA溶接技術コース
・～1990　東工大
・1994(4.5カ月)AOTS海
　外研修者協会名古屋大
　(沓名助教授)

良
比較的良
Laser Cutting
既に活動しており、技術
移転は比較的やりやす
い｡

Researcher
Mohamad.Hanafi

1961.9.13
37

カイロ大金属工学

カイロ大機械工学

1998 大阪大接合科学研奈
賀教授「真空技術
(ろう付け)」

・表面硬化(浸炭、窒化)

・Mn鋼、工具鋼の熱処理

・現ミニプロデザインGr
　リーダー

20-30/80-70%
熱処理、溶接

・オーステンパー(ダクタイル鋳鉄)
・テンパリング
・マルテンパー
・高周波焼入れ
・浸炭

・1993～1998　大阪大

良
比較的良
Heat Treatment
技術のマッチングはよい
ので、実践面の知識を付
与したい。

Researcher
Mohamad.Mosallam

1960.3.27
39

1983　スエズカナル大

1992　スエズカナル大

1998　東工大金属工学
「Ni-Al-Nb, Ni-Fe-Nbの
状態図」

・摩擦圧接 (装置なし、
旋盤で代替)

70/30%
溶接(アーク溶接)

自動車部品の摩擦圧接

・1992　日軽金研究所
　(アルミ溶接)
・1994～1998　東工大

1989　ポーランド造船所

良
中
Mechanical Properties
疲労の知識は少ないが、
溶接の経験が豊富であり､
技術移転により技術範囲
拡大が期待できる。

Assistant Researcher
Khald.Hafez

1967.12.30
31

1991　スエズカナル大
　　　金属工学
1997　スエズカナル大
溶接工学「継手品質に対
する局部低水素系溶接棒
の成分の影響」

・溶接の現場的問題のサ
　ポート
・近隣への溶接技術トレ
　ーニング

・溶接材料の研究
・２相ステンレスの継手
　品質(組織、靭性)
・発電設備に関する対応
？
溶接

・クリープ性能での材料
　選択 (試験機６台希望)
・靭性評価 (疲労ノッチ
　入れ装置希望)
・グリーブル希望

・1994(６カ月)
　JICA溶接技術コース

良
少
Heat Treatment
これまで溶接主体の業務
であり、組織制御の観点
に立てば､熱処理も共通｡
技術の拡大が期待できる｡
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カウンターパート候補者面接結果(2)
役　職
氏　名
生年月日
年　齢
学　士

修　士

博　士

現業務

研究/企業支援
保有技術

今後の期待

日本での
研修経験

日本以外での
研修経験

語学力
　英語

　　　　日本語
PJ担当テーマ
評　価

Assistant Researcher
Hamed.Abdel.Aleem

1968.1.28
31

1991　スエズカナル大
　　　金属工学
1997　スエズカナル大
溶接工学「継手性能に対
する溶接条件の影響」

・溶接材料選定

・溶接適正手順

・溶接前後工程のトラブ
　ルシューティング（化
　学､肥料､ボイラー等)

60/40%
溶接

・石油反応器のＨＡＺ品
　質
・グリーブル試験機によ
　るシミュレーション

・1994(６カ月)
JICA溶接技術コース

良
少
Mechanical Properties
疲労の知識は少ないが、
溶接の経験が豊富であ
り、技術移転により技術
範囲拡大が期待できる。

Assistant Researcher
Mahamad.Tobbaa

1967.3.21
32

1990　スエズカナル大
　　　機械工学
1997　イリノイ大
機械工学「ハードアロイ
(高Cr鋳鉄)の切削」

・切断の工場問題のサポ
　ート
・切削の研修コース

・中小企業指導

40/60%
切削

要望設備
・CAD/CAM
・ユニバーサル円筒研削盤
・ワイヤカッティング
・放射温度計
・切削FEMシミュレーター
・1994(６カ月)
　JICAハイテク切削技術

1992～1997
イリノイ大
良
中
Laser Cutting
機械加工の専門家であ
り、熱加工は未経験。逆
に切断機能面からレー
ザーの特長を理解しやす
いと考えられる。

Assistant Researcher
Nader El-Baguri

1971.5.5
26

1993　スエズカナル大
　　　金属工学
1999　スエズカナル大
「ステンレスの急冷凝
固」

・ダイカスト

・ＱＣ

・耐摩耗材料

・鋳造研修コース
50/50%
鋳造

・1995年５月から
　４カ月JICA研修コース
　「鋼と応用」に参加

なし

良
少
diecast
ダイカストの経験はかな
りある。

Assistant Researcher
Hassan Ahmed

1965.9.6
33

1992  スエズカナル大
　　　金属工学

・砂型鋳造

・ＱＣ

30/70%
鋳造、シェルモールドを
勉強中

なし

なし

少々
なし
砂型鋳造(特殊鋳型)
砂型鋳造の知識はある。
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　３－３－３　企業の技術レベル

　　今回訪問視察したのは４社であった。エジプト側のアレンジによる企業訪問であり、比較的

従業員数の多い会社が多く、限られた時間のなかでの訪問であったことから、エジプトの関連

セクターの企業のレベルの客観的な把握とは必ずしもならないが、訪問した企業の印象は以下

のとおりである。なお訪問した４社の企業訪問結果は次項３－３－４にまとめている。

　(1) 企業形態の影響

　　　見学した４社はすべて大企業である。しかし、公営の２社と完全民営の２社とではまった

く状況が異なる。公営企業では設備、作業者の配置、作業管理に秩序がみられなかった。エ

ジプト企業には雇用の維持の義務があるようだが、特に公営企業の従業員はそれに安住して

いるようにも見受けられる。

　(2) 設　備

　　　いずれの企業においても、基本的な設備は輸入品である。視察先が機械産業であるせい

か、ヨーロッパ（特にドイツ）製の設備が多いようである。日本製もあるがわずかである。

　　　例えばNASCOのような公営企業では、デジタル表示の備わった設備はほとんどない。すな

わち、古い設備といえる。自動制御はもとより、工作機械の位置制御もすべてアナログであ

る。精密部品の場合、職人的技能がない限り精度管理は極めて難しい。

　　　一方、ABBのような民営企業では、設備は近代化され、自動制御機が大量に設置されてい

る。

　(3) 作業者の技量

　　　公営企業では、例えば比較的単純な形状のプレスにおいても面ひずみが大きい。ボール盤

作業では外から芯振れが見える。作業者は指示された作業を行うのみで、装置が正しく機能

しているかどうかの確認は責任外といった感があり、品質の概念がないのではと思わせる部

分もあった。ただし、少なくともエンジン、ミッションのような難部品でも立派に機能する

製品は作っており、部署間のばらつきがあるようである。

　　　一方、民営企業では作業、品質は正しく管理されている。しかし、トラブルに関してはす

べて、海外親会社の指示を仰ぐ体制であり、自らのノウハウ、開発能力は不足している。た

だ、個別製品において、内製化率及び国内部品調達率を徐々に増加させており、現在、成長

中と感じられる。
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　(4) 技術と市場品質との関係

　　　製品の市場は基本的にエジプト国内である。純国産車（トラック）では国内部品調達比率

が70％に達するのに対し、海外と提携して製造している車（乗用車）では40％程度である。

後者の国内生産品はガラス、樹脂部品であり、金属部品はほとんどない。海外（投資企業）

からの刺激がない限り、国内市場からはまだ高い品質が求められていない状態であり、技術

レベルもそれに対応し、高いものとはいえなかったが、近年の市場経済化で、ようやく品質

向上に関心が高まってきた状況である。

　(5) 中小企業の状態の推測

　　　良好な経済成長率、急速なモータリゼーションなど、現在エジプト産業は高度成長期にあ

るといえる。一方、生産技術、品質レベルはまだ低い。したがって、輸入代替のみでも多く

のビジネスチャンスがあるはずであり、新たな企業が生まれ育つ土壌はある。今後の産業発

展のためには技術と経営の両面における近代化が必要であろう。

　　　一方、既存の中小企業はさまざまある。カイロからCMRDIの所在地であるヘルワン市に向

かう際、同市の手前には数キロにわたり零細の自動車修理工場が並び、修理待ちの自動車が

多数並んでいる。古くとも貴重とされる自動車をぎりぎりまで使い切るような低い経済水準

では、多くの場合、市場品質ニーズも低く、近代技術を必要としない。

　　　中小企業の技術を平均的に向上させるには困難な面があり、ターゲット・グループとして

は、技術取得に積極的な新規民営企業が中心となろう。
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